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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 6,370 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 91 人

団体名 群馬県草津町 面積 49.75 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 2,365,874 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ○

団体コード 104264 類似団体区分 町村Ⅱ－２ 実質公債費率 4.3 ％

将来負担比率 - ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 23,081 23,464 23,206 23,465 純経常行政コスト 4,157 4,214 3,954 3,772

負債 5,149 5,148 4,951 4,664 純行政コスト 4,477 4,214 3,954 3,774

資産 39,345 37,604 37,774 38,232 純経常行政コスト 5,698 5,550 5,042 4,941

負債 9,698 9,563 9,495 9,212 純行政コスト 6,038 5,901 5,044 4,944

資産 41,348 38,900 39,014 39,390 純経常行政コスト 6,826 6,421 5,797 6,008

負債 10,663 10,350 10,249 9,913 純行政コスト 7,177 6,775 5,803 6,005

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
24 203 △ 186 401 業務活動収支 1,026 1,055 402 1,048

337 383 △ 61 547 投資活動収支 △ 1,049 △ 967 △ 400 △ 904

17,933 18,316 18,254 18,801 財務活動収支 △ 10 △ 63 △ 89 △ 135

△ 33 118 100 662 業務活動収支 1,378 1,596 1,173 1,558

280 314 239 741 投資活動収支 △ 1,322 △ 1,339 △ 955 △ 1,070

29,647 28,040 28,279 29,020 財務活動収支 △ 39 △ 145 △ 127 △ 112

△ 33 22 17 637 業務活動収支 1,426 1,641 1,157 1,544

279 204 216 712 投資活動収支 △ 1,378 △ 1,335 △ 930 △ 1,123

30,685 28,549 28,765 29,477 財務活動収支 △ 43 △ 180 △ 127 △ 150

一般会計等では、税収等の財源（3,797百万円）が純行政コスト（3,774百万円）を上回ったことから、本年度差額は401百万円となり、純資産残高は547百万円の増加となっ
た。要因としては前年度に比べふるさと納税による寄付額のが増加したことによるところが大きい。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて財源が1,809百万円多く
なり純行政コストも1,170百万円増えている。純資産残高は前年度残高は前年度に引き続きプラスとなった。温泉温水供給事業会計と水道事業会計が純行政コストがマイ
ナスとなっている優良会計であることが要因である。

一般会計等では、業務活動収支はふるさと納税の増により前年度と比べ大きくプラスとなった。また投資活動収支でも、前年度に比べ大きく増加となったふるさと納
税寄付金の（956百万円）を基金積立て処理により、△904百万円となった。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△135百万円
となった。地方債の償還は進んでおり、経常的な活動に係る経費は税収等の収入で賄えている状況である。
　全体では、国保税や介護保険料が税収等収入に含まれること、温泉料金等の使用料及び手数料収入があることから、業務活動収支は一般会計等より510百万
円多い1,558百万円となった。しかし本白根山の噴火の風評被害の影響により千客万来事業会計の業務活動収支は悪化している。投資活動収支は、下水道会計
で処理場再構築の施設整備が行われていることから△1,070百万円となった。財務活動収支は、地方債の償還額が発行収入を上回ったことから、△112百万円と
なった。
　連結会計の業務活動収支は前年度と比べ387百万円の増加となったが、これは一般会計のふるさと納税収入が回復したことによるものであり、観光に関連する連
結対象団体の業務活動収支は本白根山の噴火の影響が小さい平成29年度以前と比べると総じて悪化している。

分析： 分析：

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

一般会計等は資産総額23,465百万円であり、前期末現金残高を含めた歳入総額の4.23年分の資産となった。金額の変動が大きいものとして基金が挙げられるが、前年
度末から466百万円増え、財調、減債、その他の基金を合わせ4,038百万円となっており、総資産の17.2％を占めている。負債額は4,664百万円であり、前年度末から287百
万円減となった。退職手当引当金、地方債（固定）が大きく減額となったことによる減少である。地方債の流動負債分は新規に借り入れた地方債の償還が開始されたため
前年度に引き続き増額となった。地方債の流動負債についてはこの先しばらくの間、増額となる見込みである。
　全体会計の資産は一般会計等から14,757百万円増え、38,232百万円となっている。その大半は千客万来事業会計（スキー場等の施設管理）、温泉会計、水道会計、下
水道会計の事業資産とインフラ資産である。負債については、一般会計等から4,548百万円増え、9,212百万円となった。負債額のうち地方債が44％の百万円を占めるが、
大半が下水道事業と千客万来事業に充当されているものである。
　連結会計の資産は全体会計から1,158百万円増え、39,390百万円となった。その多くは、一部事務組合として共同処理されている、病院事業、消防事業によるものであ
る。

一般会計等では、経常費用は前年度から184百万円減り、3,970百万円となった。理由としては、本白根山の噴火による風評被害で、ふるさと納税の返礼である「くさ
つ温泉感謝券」の利用枚数（報償費）が前年度から180百万円減の269百万円となったことが主な原因と考えられる。ただし、経常費用の約半分2,019百万円が物件
費等の約半分を占めることから、システムや公共施設の管理委託等、経費の圧縮を図る必要があることも認識しなければならない。また補助金等の移転費用も経
常費用の約3割の1,178百万円となっており、これは観光関連団体等への補助金など、温泉観光地としての特殊事情によるものである。しかし、これらの経常費用を
固定的なコストとするのではなく定期的に事業の見直しを行い、経費の抑制をしていく必要がある。
　全体会計では、一般会計と比べ、水道会計、温泉温水供給事業会計単独でみると、純行政コスト等はマイナスとなっていが、その他の会計の影響により、純行政
コストが増額となり、4,944百万円となっている。
　連結会計では、全体会計等に比べて、病院事業等の事業収益を計上し、経常収益が1,490百万円多くなる一方、経常費用が2,557百万円多くなり、純行政コストは
1,061百万円多くなった。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

分析： 分析：

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
2,308,136 2,346,364 2,320,558 2,346,518 23,081 23,464 23,206 23,465 16,471 17,088 17,724 18,386

6,595 6,498 6,419 6,370 6,095 6,441 5,530 5,546 25,616 25,980 26,513 26,626

350.0 361.1 361.5 368.4 3.79 3.64 4.20 4.23 64.3 65.8 66.9 69.1

309.8 323.8 297.9 297.0 3.89 4.00 3.84 3.76 59.9 60.8 62.4 63.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
17,933 18,316 18,254 18,801 1,209 1,114 1,005 893 447,682 421,398 395,443 377,397

23,081 23,464 23,206 23,465 19,587 19,374 19,274 19,088 6,595 6,498 6,419 6,370

77.7 78.1 78.7 80.1 6.2 5.7 5.2 4.7 67.9 64.9 61.6 59.2

72.7 73.2 71.8 72.7 16.7 16.6 17.4 17.0 61.1 63.5 60.5 61.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
514,879 514,803 495,134 466,416 1,054 1,080 424 1,067 232 275 200 198

6,595 6,498 6,419 6,370 △ 467 △ 420 △ 488 △ 439 4,389 4,488 4,154 3,970

78.1 79.2 77.1 73.2 587 660 △ 64 628 5.3 6.1 4.8 5.0

84.6 86.8 84.0 80.9 106.9 145.9 71.5 86.4 6.8 6.7 6.1 6.0

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

受益者負担比率は前年度数値と比較すると0.2ポイント上昇し
たが、類似団体平均より低い水準で推移している。行政サービ
ス提供に対する直接的な利用者負担の割合は比較的低くなっ
ている。
　公共施設等の使用料については、維持補修に係る経費と、
利用率を勘案しながら、見直しを行うとともに、公共施設等の利
用回数を上げるための取組を行うなどにより、受益者負担の適
正化に努める必要がある。

４．負債の状況

住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っている。平成
24年から平成26年にかけて発行した、湯源湯路街事業（湯畑
再整備）に係る起債についても、すでに償還を開始しており、元
金は減少している。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

住民一人あたり行政コストは前年度と比較すると2.4万円下がり
また類似団体平均より低い水準となった。本白根山の噴火の
風評被害で、観光イベントの縮小や関連団体への補助金等が
減少したことが要因と考えられる。
　令和元年度は結果的に類似団体を下回る結果となったが、こ
れらの経費については、経常的な支出となっているため、費用
対効果をみながら、事業見直し等を考えていく必要がある。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

平成30年度については、税収及び国県等補助金の額が純行
政コストを上回ったことにより、純資産額合計は増加となった。
この結果については、令和元年度のふるさと納税による寄付
額が前年度と比べ増加したことによるものである。純資産比率
については類似団体平均を上回る水準で推移している。今後
は寄付金等の不安定な収入を当てにすることなく、システム経
費や団体補助等の見直しを行い経常的な行政コストを削減し
ていく必要がある。
　将来世帯負担比率についても類似団体平均を大きく下回って
いる。しかし今後の老朽化施設の更新、長寿命化に係る費用
の財源について地方債の発行は必須である。将来世代との公
平な負担を考え、計画的な地方債の発行を行っていきたい。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

住民一人あたりの資産総額は類似団体と比較すると約71万円
程度高い水準となった。これは年間300万人の観光客を迎え入
れる日本有数の温泉観光地であるための特殊事情によるもの
である。特に下水処理場や町単独でのごみ処理施設などを有
しているため、人口規模でみると資産額が高い水準となってい
る。
　歳入額対資産比率は過去2カ年の間は類似団体平均を下
回っていたが、令和元年度についても類似団体平均を上回る
結果となり、また前年度比較で△0.03ポイントの上昇となった。
今後の施設の老朽化対策に係る財源を考えると現水準以上の
歳入額を確保していかなければならない。
　有形固定資産減価償却率は類似団体平均を上回る悪い水
準となっており、昨年度より2.2ポイント悪化した。公営住宅や小
中学校校舎などの大型施設で、取得から現在までの経過年数
が耐用年数を上回っている施設が存在している事が要因であ
る。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値
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